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平成１７年３月期　　個別中間財務諸表の概要

平成１６年１１月　９日

会 社 名　　遠州トラック株式会社　　　　　　　　　登録銘柄
コード番号　　９０５７　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　　静岡県
（ＵＲＬ　http://www.enshu-truck.co.jp/）
代　　表　　者　役　 職 　名　代表取締役社長
　　　　　　　　氏　　　　名　澤田　邦彦
問い合わせ先　責任者役職名　取締役管理本部長兼経理部長
　　　　　　　　氏　　　　名　寺田　正彦　　　　　　　ＴＥＬ（０５３８）４２－１１１１(代)
決算取締役会開催日　　平成１６年１１月　９日　　　　　中間配当制度の有無          　　　有
中間配当支払開始日　　平成１６年１２月１０日　　　　　単元株制度採用の有無　　　有（１単元　1,000 株）

１．１６年９月中間期の業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月 30 日）
(1) 経営成績 （百万円未満切捨て）

営　業　収　益 営　業　利　益 経　常　利　益

１６年９月中間期
１５年９月中間期

百万円　　　％
６，９１９（   4.6）
６，６１３（   6.7）

百万円　　　％
５４７（　 7.2）
５１０（　 6.8）

百万円　　　％
５０１（　 7.4）
４６７（　 4.7）

   １６年３月期      １３，３５４ 　     　　９７３        　　９５５

中 間 (当 期) 純 利 益
1株当たり中間
(当期)純利益

１６年９月中間期
１５年９月中間期

百万円　　　％
３１１（　21.8）
２５６（　17.3）

円　　　銭
　　　　　　４２　０８
　　　　　　３４　７８

   １６年３月期                   ５４４ 　　　　　７２　９８
(注)　1．期中平均株式数 16 年 9 月中間期 7,414,519 株  15 年 9 月中間期 7,366,787 株  16 年 3 月期 7,343,513 株
　　　2．会計処理の方法の変更　　　　無
　　　3．営業収益､営業利益､経常利益､中間(当期)純利益におけるパーセント表示は､対前年中間期増減率

(2) 配当状況

1株当たり
中間配当金

1株当たり
年間配当金

１６年９月中間期
１５年９月中間期

円　　　銭
　　　　６　　５０
　　　　６　　５０

円　銭
――――
――――

   １６年３月期 ―――― 　　　　１３　００
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(3) 財政状態

総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

１６年９月中間期
１５年９月中間期

百万円
２０，４４１
２０，５１２

百万円
８，７６５
８，２０２

　　％
４２．９
４０．０

円　　　銭
１，１８２　３４
１，１１４　７６

   １６年３月期 ２０，５６９ ８，５１２ ４１．４ １，１４７　９７
(注)１.期末発行済株式数 16 年 9 月中間期 7,413,756 株  15 年 9 月中間期 7,357,866 株  16 年 3 月期 7,415,586 株
　　２.期末自己株式数         16 年 9 月中間期   132,244 株　15 年 9 月中間期   188,134 株　16 年 3 月期   130,414 株

２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月 31 日）
1株当たり年間配当金

営業収益 経常利益 当期純利益
期　末

通 　 期
百万円

１４，２９１

百万円

　　９９２

百万円

５６７

　　　円  銭
　　　　　　　

６　５０

　　　円  銭
　　　　　　　
１３　００

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）　　７５円１４銭
※業績予想につきましては、本資料発表日現在において、市場動向など可能な情報に基づき作成したものであります。
　今後様々な要因により予想と異なる結果となる可能性があります。
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６．中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

（単位：百万円）

当中間会計期間末

(平成16年９月30日現在)

前中間会計期間末

(平成15年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成16年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 449 462 585

受取手形 353 301 275

営業未収金 1,703 1,744 1,757

販売用不動産 619 172 652

その他のたな卸資産 12 534 10

繰延税金資産 52 53 51

その他 292 272 182

貸倒引当金 △        3 △        1 △        1

流動資産合計 3,479 17.0 3,541 17.3 3,514 17.1

Ⅱ 固定資産

有形固定資産

建物 4,782 5,046 4,999

土地 9,434 9,412 9,436

その他 824 771 780

有形固定資産合計 15,041 73.6 15,230 74.2 15,216 74.0

無形固定資産 333 1.6 292 1.4 347 1.7

投資その他の資産

繰延税金資産 16 25 14

その他 1,571 1,423 1,477

貸倒引当金 △        2 △        1 △        2

投資その他の資産合計 1,585 7.8 1,447 7.1 1,490 7.2

固定資産合計 16,961 83.0 16,970 82.7 17,054 82.9

資産合計 20,441 100.0 20,512 100.0 20,569 100.0
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（単位：百万円）

当中間会計期間末

(平成16年９月30日現在)

前中間会計期間末

(平成15年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成16年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債

支払手形 275 261 253

営業未払金 979 905 974

短期借入金 1,500 3,050 2,950

一年内返済予定長期借入金 1,867 1,597 1,563

未払法人税等 272 225 238

賞与引当金 71 74 72

その他 693 479 322

流動負債合計 5,659 27.7 6,594 32.1 6,376 31.0

Ⅱ 固定負債

社債 500 500 500

長期借入金 5,298 4,974 4,913

退職給付引当金 98 97 101

その他 119 143 165

固定負債合計 6,015 29.4 5,715 27.9 5,679 27.6

負債合計 11,675 57.1 12,310 60.0 12,056 58.6

（資本の部）

Ⅰ 資本金 1,284 6.3 1,284 6.3 1,284 6.2

Ⅱ 資本剰余金

　資本準備金 1,070 1,070 1,070

　その他資本剰余金 9 － 9

資本剰余金合計 1,079 5.3 1,070 5.2 1,079 5.3

Ⅲ 利益剰余金

利益準備金 90 90 90

任意積立金 5,748 5,348 5,348

中間(当期)未処分利益 572 477 717

利益剰余金合計 6,412 31.4 5,916 28.8 6,157 29.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金          81 0.4          60 0.3 81 0.4

Ⅴ 自己株式 △         92 △ 0.5 △        130 △ 0.6 △         90 △ 0.4

資本合計 8,765 42.9 8,202 40.0 8,512 41.4

負債資本合計 20,441 100.0 20,512 100.0 20,569 100.0
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(２)中間損益計算書 （単位：百万円）

当中間会計期間

自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日

前中間会計期間

自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日

前事業年度の
要約損益計算書

自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％
Ⅰ 営業収益 6,919 100.0 6,613 100.0 13,354 100.0

Ⅱ 営業原価 6,167 89.1 5,904 89.3 11,993 89.8

営業総利益 752 10.9 708 10.7 1,360 10.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 205 3.0 197 3.0 387 2.9

営業利益 547 7.9 510 7.7 973 7.3

Ⅳ 営業外収益 15 0.2 12 0.2 80 0.6

Ⅴ 営業外費用 60 0.9 55 0.8 97 0.7

経常利益 501 7.2 467 7.1 955 7.2

Ⅵ 特別利益 108 1.6 16 0.2 70 0.5

Ⅶ 特別損失 38 0.5 4 0.1 13 0.1

税引前中間(当期)純利益 572 8.3 479 7.2 1,012 7.6

法人税、住民税及び事業税 262 3.8 225 3.4 470 3.5

法人税等調整額 △        2 △ 0.0 △        3 △ 0.0 △        3 △ 0.0

中間（当期）純利益 311 4.5 256 3.8 544 4.1

前期繰越利益 260 220 220

中間配当額 － － 47

中間(当期)未処分利益 572 477 717
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（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項）

１．資産の評価基準及び評価方法
　　（１）有価証券
　　　　　　子会社株式　　　　　　　　　　　－　移動平均法による原価法
　　　　　　その他有価証券　時価のあるもの　－　中間決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　均法により算定しております。)
　　　　　　　　　　　　　　時価のないもの　－　移動平均法による原価法
　　（２）たな卸資産
　　　　　　販売用不動産及び仕掛不動産　　　－　個別法による原価法
　　　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　－　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　　　建物(建物付属設備を除く。)は定額法、建物以外については定率法によっております。
　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　　　　　　建　　　物　　　10～30年
　　（２）無形固定資産
　　　　　　定額法を採用しております。なおソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用可能
　　　　　期間（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準
（１） 貸倒引当金
　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸倒懸念債権等特定の債
　　　権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
（２） 賞与引当金
　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当中間期の負担額を計上してお
　　　ります。
（３） 退職給付引当金

　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
　　　　　当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。

４．リース取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
　　の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。また金利スワップについては特例処理の要件を満たしている金利スワッ
プについては、特例処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
主として当社内規に基づき、金利変動リスク及び燃料価格変動リスクをヘッジしております。当中間会計期間
にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の通りであります。
　　　イ．ヘッジ手段　－　金利スワップ
　　　　　ヘッジ対象　－　社債・借入金
　　　ロ．ヘッジ手段　－　原油アベレージスワップ
　　　　　ヘッジ対象　－　燃料
③ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュフロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュフロー変動の
累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。ただし、特例処理によっている金利ス
ワップについては、有効性の評価を省略しております。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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《注記事項》
　　（中間貸借対照表関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当中間期）　　　（前中間期）　　　（前　　期）
　　　１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　 5,697百万円       5,345百万円       5,532百万円
　　　２．受取手形割引高                           122百万円         303百万円         110百万円
　　　３．保証債務　　　　　　　　　　　　　　　   159百万円         171百万円         164百万円
　　　４．自己株式　　株式数                   132,244株         188,134株         130,414株
　　　　　　　　　　　金　額                        92百万円         130百万円          90百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（当中間期）　　　（前中間期）　　　（前　　期）
　　　５．担保提供資産　　　　　　　　　　　　  10,423百万円      10,561百万円      10,498百万円

　　　　　　上記担保提供資産のうち、取引先の銀行借入に対する第三者担保提供分が含まれております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 425百万円　　　　 429百万円　　　　 427百万円

　　（中間損益計算書関係）

       １．特別利益の内訳
　　　　　　　　　固定資産売却益　　　　　　　　　１０８百万円

　　　 ２．特別損失の内訳

　　　　　　　　　固定資産売却損　　　　　　　　　　　０百万円
　　　　　　　　　固定資産除却損　　　　　　　　　　３７百万円
　　　　　　　　　会員権評価損　　　　　　　　　　　　０百万円
　　　　　　　　　会員権売却損　　　　　　　　　　　　０百万円


